
（様式２）

※１～６：所管課記入、７：指定管理者記入、８～９：指定管理者及び所管課記入、10：指定管理者及び所管課記入（実施した場合）

所管部・課 県民文化部児童相談・養育支援室

指定管理者 社会福祉法人長野県社会福祉事業団

１　施設名等

住所 松本市旭２丁目１１番２５号

施設名 電話 ０２６３－８８－３７３７

ホームページ https://nagano-swc.com/asahi/

２　施設の概要

設置年月 根拠条例等 児童福祉施設条例（昭和39年3月30日条例第27号）

開所日

開所時間

３　現指定管理者前の管理運営状況

～平成22年度 直営・管理委託・指定管理・その他（　　　　　　　　　）

平成　年度～　年度 直営・管理委託・指定管理・その他（　　　　　　　　　）

４　報告年度の指定管理者等

指定管理者 社会福祉法人長野県社会福祉事業団 指定期間 平成 ３年４月１日　～令和 ８年 ３月31日（５年間）

選定方法 公募（応募者数：１）・非公募（随意指定）

５　指定管理料（決算ベース）

※（Ａ）：当該年度、（Ｂ）：前年度（以下同じ）

195,703 千円 千円 千円

６　指定管理者が行う業務

・入所者の入所に関する業務（入所者の退所に関する業務を含む。）

・入所者に対する心理学的治療及び生活指導に関する業務

・退所者に対する相談その他の援助に関する業務

・施設及び設備の維持管理に関する業務

・上記に揚げる業務に附帯する業務

７　利用実績等

（１）利用実績【指標：利用者数・利用件数・稼動率】 （単位：人、件、％）

①入所

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

令和６年度（Ａ） 8 9 9 8 8 6 6 7 6 6 6 7 86

令和５年度（Ｂ） 13 14 15 14 13 13 13 12 11 10 10 10 148

（Ａ）/（Ｂ） 61.5 64.3 60.0 57.1 61.5 46.2 46.2 58.3 54.5 60.0 60.0 70.0 58.1

指定管理者制度導入施設の管理運営状況　【対象年度：令和６年度】

令和 ６年度（A）

長野県松本あさひ学園

令和 ５年度（B）

設置目的

施設内容

利用料金

差（A）－（B）

児童福祉法に基づく県下唯一の児童心理治療施設で、「環境上の理由により社会生活への適応が困難となった児童を短期
間入所させ、又は保護者の下から通わせて、社会生活に適応するために必要な心理に関する治療及び生活指導を主として
行い、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うこと」を目的とする。

期　　間 管　理　形　態 管理受託者又は指定管理者等

195,124 579

増減要因等
・昨年度の混乱からの立て直しを、在籍児童中心に行うため、入所児童に制限をかけさせていただいた。個別活動を
通して、少しずつ学園の生活全体が落ち着いてきたため、年明けから少しずつ入所受入れを再開している。

増減
理由

児童養護施設等従事者処遇改善事業及び原油価格高騰対策支援事業による増額

平成23年４月移転開設（昭和42年１月諏訪湖健康学園開設）

児童心理治療施設（定員35人（入所30人・通所5人）
（児童福祉法第43条の2に定める児童福祉施設）
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（様式２）

➁通所

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

令和６年度（Ａ） 7 8 8 8 8 8 7 6 7 7 7 7 88

令和５年度（Ｂ） 8 8 8 8 8 7 7 7 7 6 5 5 84

（Ａ）/（Ｂ） 87.5 100.0 100.0 100.0 100.0 114.3 100.0 85.7 100.0 116.7 140.0 140.0 104.8

（２）利用料金収入 （単位：千円）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計

令和６年度（Ａ）

令和５年度（Ｂ）

（Ａ）/（Ｂ）

（３）利用料金見直しの状況（前年度と比べて）

見直しの有無

（４）開所日・時間の見直し等の状況（前年度と比べて）

令和　年度（Ａ）：　　　日 令和　年度（Ａ）： ―

　 令和　年度（Ｂ）：　　　日 令和　年度（Ｂ）： ―

（５）サービス向上のため実施した内容

（６）その他実施した取組内容

・週末中心にクラブ活動として凧あげ、新年お茶会、分校と協力してもちつき会など、季節に合わせた行事を行ってきた。

（７）利用者の主な声及びその対応状況

の児童との関係性の向上を目的とした個別活動を中心に児童支援を展開させてきた。また、今までの日課、ルール等を現状にあわ

せて変更すべく、県外の児心施設に視察研修を積極的に行い、復命を通して学園の支援に反映できそうな内容を整理した。

・児童、職員も安定しつつある中で、１年ぶりに安原地区文化祭に太鼓演奏で参加させていただいた。また、学園の文化祭「ほほえみ

祭」にも保護者や児童相談所の職員等招待して、コロナ流行前の規模に近づけた形で実施ができた。　

増減要因等
・通所部門はニーズが高く、入所を制限した分例年より受入れの枠を大きくした。年度途中でアセスメント目的で通所
児童を入所措置に変更して、身辺自立等について見立てを行った。

見直した場合はその内容

　無

開所日数 開所時間

取り等により丁寧な対応を行った。

・給食委託業者と連携し、サービス向上のため、2か月に１回業者を交え給食提供について話し合いを継続して実施した。

・給食委託業者が来年度以降の継続困難となり、競争入札を実施。別の給食業者に委託できることとなった。

見直しの有無 見直した場合はその内容

有　・　無

・児童の権利擁護の充実を図るため、事業団規定に基づく、虐待防止委員会や暴力防止対応委員会による全児童への定期的な聴き

・学園に引き続き在籍する児童、職員の安定を最優先として、しばらく入所については見合わせる対応をとっていただき、在籍中

・学園独自に福祉サービス評価委員会の評価を受けるとともに事業団内部監査を受審した。

しい」「もっと遊びたい」等の意見もあり、個別対応時間の確保等、引き続きの課題と受け止めている。

・例年に比べて満足度調査の自由記述の欄への記載が少なかった。調査方法についても検討が必要と受け止めた。

・昨年度の混乱の要因について分析して、今後の対応について検討するグループを４つに分け(「子どもの話を聴こうG」

「子どものことを知ろうG」「子どもと楽しもうG」「職員が前向きに働ける環境作りG」)年間を通して各グループ検討を重ねてきた。

・満足度調査では、生活全般に「楽しい」と答えた児童が66％、「楽しくない」が33％であった。楽しくない理由には「職員が遊んで

くれない時があるから」等、関りを求める様子があった。

・職員に対しては「話を聞いてもらえる」「一緒にいると楽しい」「安心する」といった意見が多い一方で、「もっと話を聞いてほ

・閉鎖の続く小規模ケアホームについては、ユニットで不穏になった児童の緊急避難場所として利用した(４カ月)

・家庭支援専門相談員を中心に、退所後のアフターケアに重点を置いた支援者会議（主催：市町村、児童相談所等）に参加した。

・安定した生活を目指して改善点について職員で話合いを重ね、実践してきた。

・関係団体の視察を積極的に受け入れるようにした。（山梨県うぐいすの杜学園、信州大学、長野県教育委員会、品川区民生委員等)

・ながの子ども虐待防止オレンジリボンたすきリレーへ協力した。

・児童に「満足度調査」「嗜好調査」を実施するとともに、苦情への対応を行い、意見や要望を支援に生かした。

増減要因等
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（様式２）

８　管理運営状況（実施状況及びそれに対する評価を記入） ※項目は施設の状況に応じ加除修正してください。

評価

＜評価区分＞ Ａ：仕様書等の内容を上回る成果があり、優れた管理運営が行われている。
Ｂ：おおむね仕様書等の内容どおりの成果があり、適正な管理運営が行われている。
Ｃ：仕様書等の内容を下回る項目があり、さらなる工夫・努力が必要である。
Ｄ：仕様書等の内容に対し、重大な不適切な事項が認められ改善を要する。

職員・管理体制 B

 仕様書に基づき、児童心理治療施設としての適
正な管理運営を実施するために必要な職員配置
と体制づくりに努め、職員の資質向上のための
研修等に積極的に取り組んだと認められる。

　職員会議や、毎日、朝・昼の引き継ぎの場を通じ、職
員間の意思疎通を図り、質の高い支援体制づくりに努め
た。
　OJTをはじめ、外部研修への積極的な参加や所内研修
の充実を図り、職員の資質の向上に努めた。
　昨年度の混乱から学ぶべく、職員を4グループに分
け、職員も児童も前向きに過ごせる学園にするための方
策を検討した(子どもの話を聴こう、子どものことを知
ろう、子どもと楽しもう、前向きに働ける環境作り)

平等な利用の
確保

B

項目 指　定　管　理　者 所　　　管　　　課

施設の目的に
沿った管理運
営

  昨年度の混乱からの立て直しに全力を注ぐべく、入所
の受入れを極端に減らした。なお、「小規模グループケ
ア（けやき）」は令和２年８月から職員体制が整わず閉
鎖していたが、本年度も児童同士の刺激を減らす目的で
限定的に再開した。(4か月）

 .協定書、仕様書、事業計画書に基づき、施設
の設置目的に沿った効果的な管理運営を実施し
たと認められる。
・混乱状況の中、小規模グループケアを限定的
に再開する等、臨機応変に対応したと認められ
る。

　児童相談所との連絡会を開催して、現況をお伝えし、
今年度の受け入れについては極端に減らすことに同意い
ただいた。
施設内に入退所に関する検討委員会を設置し、児童相談
所等関係機関と十分連携を図りながら利用を進めた。
　また、学園運営のチェック機関として、福祉サービス
評価委員会を開催（対面）し、開かれた施設運営に努め
た。

　関係機関との連携や、施設独自のチェック機
関設置、福祉サービス評価委員会の開催によ
り、公平・公正で開かれた施設運営が確保され
たと認められる。

B

収支状況
・　収入額　　　200,059千円　（うち指定管理料195,702千円）
・　支出額　　　194,682千円
・　収支差額　 △5,377千円

総合評価

　協定書、仕様書、事業計画書に沿った効果的な管理運
営に努めた。
　定期的な児童への聴き取りや職員のアンケート調査を
実施し、人権の尊重に配慮した。
　退所後のアフターケアについて、家庭支援専門相談員
を中心に、家庭訪問・支援者会議参加等積極的に活動し
た。
　児童相談所にも協力いただき、新入所児童数を極端に
抑え、まずは学園内の立て直しに全力を注いだ。個別の
支援や面接など、関りが密になったこともあり、児童も
職員も安心安全に生活することができるようになった。
　県外視察から多くのことを持ち帰り、それぞれ支援の
場でいかすことができつつある。また、復命研修の中か
ら学園で取り入れられそうな工夫については今後整理し
て、来年度以降実践できるように検討をしていく。

利用者サービ
ス向上の取組

　子どもの人権尊重を図るべく、定期的な児童への聴き取りや
職員のアンケート調査を実施し、学園生活の質の向上に努め
た。
　医師診察、心理面接、生活面接を定期的に行い、個別支援
として特別日課の機会を増やし、児童の要望に応えるように
努めた。
　満足度調査、嗜好調査を実施し、児童の率直な声を支援に
反映できるように努めた。
　個別に生活目標を設定し、達成されたらご褒美活動を行うな
ど、児童の意欲につながる活動を展開した。
　昨年度の混乱について分析するとともに、県外施設の実施
方法を参考にすべく、県外視察を積極的に行った(4県6施設)
県外視察後に復命研修を行い、学園で取り入れられそうな工
夫について検討を重ねた。

・児童の権利擁護の充実を図るため、虐待防止対策
の強化を図るなど、生活の質の向上に努めた。
　また、満足度調査や嗜好調査の実施により、利用
者である入所児童の要望を日常の支援業務に活か
すなど、管理運営にも速やかに反映させており、サー
ビスの向上に努めたと認められる。
・混乱状況の中で、視察や研修を行い、今後のサー
ビス向上に努めたと認められる。

B

・外部研修に参加する他、内部研修の充実によ
り職員の資質向上に努め、支援内容の質の維持
向上に取り組んだ。
・児童や職員に対する調査等の実施により施設
運営の透明性を確保するとともに、利用者への
サービスの向上に努めた。
・関係機関の協力を得ながら、今後も安定した
生活環境の構築に努められたい。
・今後も支援内容の質の向上及び円滑な管理運
営が図られるよう期待する。

B

 治療支援施設という、設置目的から求められる
高度な専門性を発揮した管理運営を維持しなが
らも、更なる経費節減に向けた努力に期待す
る。

B

自主事業
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９　施設管理運営の課題

項　目

10　第三者評価で指摘された事項の管理運営等への反映状況（第三者評価実施年度の翌年度以降に記載）

【実施年月日：令和４年11月25日】 （対象年度３年度）

・関係機関を交えた検討委員会の開催等に
より、治療を必要とする児童が入所できるよ
う、公平・公正・平等な利用の確保に努め
る。

・利用者満足度調査による結果について職
員全体にフィードバックし、その改善に向け
取り組んでいく。
・子どもの話を聞こうグループを設け、児童
の話を適切に吸い上げるための工夫を検討
していたが、具体的な実践には至らなかっ
た。来年度も「子どもの話を聴こう」グループ
は継続し、まずは児童会を通して子どもの
意見を吸い上げる仕組みを再構築したい。

・児童の意見を、可能な限り支援業務等に
反映するよう努める。
・利用者満足度調査結果のフィードバックに
よる利用者サービス向上に期待する。

・グループケアが必要な児童が生じた場合
に支障のないよう、職員体制を早急に整え
るよう努める。
・児童の刺激の低減を目的として容易に不
穏状態になってしまう中学生１名を対象に、
4カ月間グループホームを再開し、個別対応
を行った。しかし職員、宿直支援員の体制と
もに充分整わなかったため再度閉鎖してい
る。

・入所を希望する児童に対し丁寧にケース
ワークを実施し、入所が最適かどうか慎重
に判断を行っているところ。今後、さらなる迅
速化、柔軟性に努めていきたい。
・5月1日までに分校の複数学級維持のため
に過密な入所を進めているという課題は継
続している。教育委員会にも投げかけてい
るが改善されていない。引き続き状況をお
伝えしながら改善の方向に向けていただけ
るように働きかけていく。

【施設の目的に沿った管理運営】
・管理運営業務に関する基本協定書及び仕様書、
事業計画書に基づき、概ね施設目的に沿った運営
が行われている。
・新型コロナウイルス感染対策のマニュアル化等、
適切な対応がなされた。
・グループホームについて、職員体制が整わず閉鎖
している状態だが、協定書及び仕様書に管理運営
方法の明記がなく、評価基準が曖昧である。評価及
び責任を明確にするためにも、管理運営方法につ
いては所管課、指定管理者の相互で十分に協議し
た上で対応を図っていただきたい。

【平等な利用の確保】
・希望時と入所時で、学園と分校の男女比、学年比
のバランスが合わず、希望しても入所に至らなかっ
た児童がいる一方で、地域や学校では発達障害を
有する児童であれば入所が可能との考えも散見さ
れる。地域での潜在的な入所希望者は多いと思わ
れることから、児童心理治療施設としての治療目的
を明確にし、治療の必要な児童が入所できるよう配
慮していただきたい。
・入所を希望した児童や保護者のモチベーションが
保たれるよう、迅速かつ柔軟な対応をお願いした
い。
・児童相談所等との関係機関と連携が図られてお
り、福祉サービス評価委員会においても施設運営
等の点検が適切に行われている。

【利用サービス向上の取り組み】
・利用者満足度調査により、要望を日常の支援業務
や体制、生活環境の改善に活かすなどサービス向
上に努めていた。
・利用者満足度調査による児童への聞き取りが実
施されているため、その結果を児童、職員全体に
フィードバックし、意見に対し改善に向けて努めてい
ただきたい。また、児童への聞き取りにあたっては、
複数の職員に聞き取ってもらうよう努めてほしい。児
童の意見表明の機会を捉え、積極的に児童の話を
聞いてもらう

管理運営等への反映状況

指定管理者 所管課
第三者評価における指摘・意見等

・施設の有効利用の観点から、グループ
ホームを含めた施設の管理・運営に関する
事項について指定管理者と確認し、評価の
観点を明確にするよう図る。

施設の管理運
営の課題

　暴力・暴言による行動化を主訴とした入所児童の増加
により、個別支援の必要性が増している。それに対応し
た、支援の質をより一層高めてゆくことが求められ、研
修・研究会等をさらに充実したものとする必要がある。
　県外視察の経験をいかして、学園の枠組みを大きく見
直していく時期に来ている。
　年度末に退所が集中することにより、年度当初の在籍
率が低下し、必然的に分校在籍児童数の確保が困難な状
態が続いている。

施設職員の更なる育成・スキルアップのため、専門研修
等の充実を図るとともに、関係機関との連携による「家
族支援」「地域支援」を含め、より専門性を高めた高度
かつ効果的な施設の管理運営が図られるよう期待する。

指　定　管　理　者 所　　　管　　　課
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（様式２）

　

・グループホームの早期再開に向け、職員
の確保に努めるとともに、施設の運営方針
に沿ったサービスの提供を実施するため、
適切な管理運営を行うよう努める。

・グループホームの再開に向け、職員数の
確保に取り組むとともに、職員の労務環境
の充実に努める。
・人材確保の面からも県からの協力が必要
と考えているので、次期指定管理に向けた
要望書には、県からの派遣もお願いしたい
旨記載する。
・就業規則については、令和5年度に改正を
行い、令和6年4月から施行している。

・グループホームの再開に向け、職員数の
確保及び職員の労務環境の充実に努め
る。

・施設の管理運営にあたり、常にコスト意識
を自覚しているが、利用児童（入所・通所児
童）の生活や治療に影響を及ぼさないよう
十分配慮しながら、引き続き効率的で効果
的な管理運営に努める。

・収支状況について、経営努力による支出
抑制が次期指定管理料減額に繋がることと
ならないよう、所管課としてその算定にあた
り留意して取り組む。

【総合評価】
・モニタリング要領が定める定量的評価基準に基づ
く限り、達成されている。職員定数を満たしていない
点やグループホームの閉鎖への対応が所管課・指
定管理者とも現状では不十分に感じる。
・グループホームの早期再開に向けて、所管課・指
定管理者とも尽力すること。

・グループホームの早期再開に向け、職員
の確保に努めるとともに、施設の運営方針
に沿ったサービスの提供を実施するため、
適切な管理運営を行うよう努める。
・グループホーム再開に向けて、まずは入
所定員に近付けるべく入所受入れを積極的
に行う。

【職員・管理体制】
・グループケアを希望する児童に対し、職員の不足
によりそれが叶わないことは問題と考える。グルー
プケアの再開に尽力願いたい。
・障がい児支援を行う他の法人等においても、求人
に対する応募が無い状況。指定管理者だけでは職
員確保は困難なため、県の支援が必要と考える。
・発達の特性や暴力など対応が困難な児童への指
導により、職員の心身への負担が大きいことが推察
される。職員の健康管理を含めた職場環境の向上
に努めていただきたい。
・就業規則第42条（休日）について必ずしも土曜日
及び日曜日が休日にはならないため、実態と整合を
図るよう修正が必要。
・職員の出勤簿から、在園時間と勤務時間の乖離
が見受けられるため、適切な労務管理に努めてほ
しい。
・社会保険については、引き続き適正な加入を継続
してほしい。

【収支状況】
・収支差額補填方式に基づく指定管理料の算定方
法は、指定管理者の企業努力により支出を抑制し
た場合であっても次期指定管理料の縮小につなが
る。特に今期は前期に対し指定管理料の減少割合
が大きいため、グループホームの運営に必要な職
員が充足されない一方で、人件費の支出を抑えて
いる面もあり、中長期的に適正人員による適正な施
設運営の制約となる懸念がある。所管課はこれを見
直すか、あるいは実質的に柔軟な対応を図るよう望
む。
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